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【付録】　訓練促進資金様式（様式第１号～第26号）

※様式はコピーして使用してください。

　　　　　※静岡県社会福祉協議会のホームページからダウンロードもできます。
覚え書（必ず記入してください）

	決定番号　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

借入年月日　　　令和　　　　年　　　　月

借入金額(総額)　　　　　　　　　　　円　

入学準備金　　　　　　　　　　　円　

就職準備金　　　　　　　　　　　円　
住宅支援資金　　　　　　　　　　円（令和　 年　 月～令和　 年 　月）
<連帯保証人> 

住　　所　　　　　　 　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　 　　    　　電話番号　　　（　　　）　　　　　



１　訓練促進資金貸付に関する手続一覧　　
①入学準備金
	区分
	事項
	提出書類
	様式

	在  
学
中
	資金を借りたい時
　※決定前には「貸付決定を受けた
時」以降の書類を提出しないでく
ださい
	・訓練促進資金借入申込書（入学準備金）

・高等職業訓練促進給付金支給決定通知書の写し

・養成機関合格(入学許可)通知の写し
・申請者、連帯保証人の世帯全員の住民票（３か月以内発行のもの、本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの）
*入学から6か月以上経過している時は「在学証明書」を提出する
	第１号

―
―
―
―


	
	貸付決定を受けた時
＊本会から送付します
	誓約書
借用証書（収入印紙を貼付）
振込依頼書(通帳の写しを添付)
	第４号
第５号
第６号

	
	借入を辞退する時
	辞退届
	第13号

	
	在学中に定期的に提出
	毎年４月末日まで：在学証明書
年に１回：就学確認書（10月）
	―
第19号

	
	休学（復学）した時
	休学・復学・退学届
	第14号

	
	退学した時
	休学・復学・退学届

返還協議書
	第14号

第16号

	
	停学の処分を受けた時
	停学・退学処分届
	第15号

	
	退学の処分を受けた時
	停学・退学処分届
返還協議書
	第15号

第16号

	卒
業
後
区分
	卒業した時
（右記のどちらかを提出）
	・卒業（修了）届 
・卒業証書または養成機関を修了したことが確認できる書類
	第７号
―

	
	資格の登録をした時
	資格登録届

登録証の写し
	第８号

―

	
	資格取得業務に従事し始めた時

	業務開始届
採用辞令書または雇用契約書の写し
	第９号
―

	
	業務従事中に定期的に提出
	毎年４月末日まで：就業証明書
年に１回：就業確認書（10月）
	―
第20号

	
	卒業年度の資格試験を不受験または不合格で、次年度に再受験する時
	返還猶予申請書

受験結果の写しまたは、不受験の理由がわかる書類の写し
	第17号

―

	
	資格取得後１年以内に取得資格の登録を受けなかった、若しくは免除対象となる業務（以下「免除対象業務」）に従事しなかった時
	返還協議書
	第16号

	
	事項
	提出書類
	様式

	
	養成校卒業後も引き続き別の養成校
等に在学している時
	返還猶予申請書

在学証明書
	第17号

―

	卒
業
後
	引き続き５年以上免除対象業務に従事し、返還の全額免除を希望する時　（※）
	返還債務免除申請書

業務従事期間証明書
	第18号

第12号

	
	上記以外で、１年間以上免除対象業務に従事し、返還の一部免除を希望する時
	返還債務免除申請書

返還協議書
業務廃止届

業務従事期間証明書
	第18号

第16号

第11号

第12号

	
	返還債務の免除を受ける前に免除対象業務に従事しなくなった時
	業務廃止届
返還協議書
業務従事期間証明書
	第11号

第16号
第12号

	
	返還債務の免除を申請せず、返還を希望する時
	返還協議書
	第16号

	
	免除対象業務の事業所等を変更した時
	業務従事事業所等変更届

業務従事期間証明書(以前の勤務先で従事していたことを証明する書類)
転職先の採用辞令書または雇用契約書の写し
求職活動報告書（毎月末日まで）
	第10号

第12号
―
第26号


	そ
の
他
	死亡・行方不明になった時
	死亡・行方不明等届
※死亡届または住民票除票を添付してください。
	第23号

	
	住所または氏名を変更した時
	住所・氏名等変更届
※転居の場合は住民票、氏名変更の場合は戸籍抄本を添付してください。
	第21号

	
	連帯保証人の住所または氏名に変更がある時
	連帯保証人 住所・氏名等変更届

それを証明する書類（住民票等）
	第22号

―

	
	連帯保証人を変更したい時
	連帯保証人変更申請書
連帯保証人の住民票
	第24号

―

	（※）詳しくは「２　注意事項（３）免除について」を参照
②就職準備金

	区分
	事項
	提出書類
	様式

	申
請
時
	資金を借りたい時
　※決定前には「申請時」以外の書類を提出しないでください

	・訓練促進資金借入申込書（就職準備金）

・高等職業訓練促進給付金支給決定通知書の写し
・卒業証書または養成機関を修了した
ことが確認できる書類の写し
・免許・資格試験合格証書（合格通知書）の写し

・申請者・連帯保証人の世帯全員の住民票（３か月以内発行のもの、本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの）
・資格登録届

・登録証の写し
・業務開始届
・採用辞令書または雇用契約書の写し
	第２号

―
―
―

―
第８号
―
第９号
―

	貸
付
決
定

後
	貸付決定を受けた時
	誓約書
借用証書（収入印紙を貼付）
振込依頼書(通帳の写しを添付)
	第４号
第５号
第６号

	
	資格の登録をした時
	資格登録届
資格証の写し
	第８号
-

	
	資格取得業務に従事し始めた時
	業務開始届
採用辞令書または雇用契約書の写し
	第９号
-

	
	業務従事中に定期的に提出
	毎年４月末日まで：就業証明書
年に１回：就業確認書（10月）
	―
第20号

	
	資格取得後１年以内に登録を受けなかった、若しくは免除対象となる業務（以下「免除対象業務」）に従事しなかった時
	返還協議書
	第16号

	
	引き続き５年以上免除対象業務に従事し、返還の全額免除を希望する時（※）
	返還債務免除申請書

業務従事期間証明書
	第18号

第12号

	
	上記以外で、１年間以上に免除対象業務に従事し、返還の一部免除を希望する時
	返還債務免除申請書

返還協議書
業務廃止届

業務従事期間証明書
	第18号

第16号

第11号

第12号

	
	訓練促進資金の返還債務の免除を受ける前に免除対象業務に従事しなくなった時
	業務廃止届
返還協議書
業務従事期間証明書
	第11号

第16号
第12号

	
	返還債務の免除を申請せず、返還を希望する時

	返還協議書
	第16号

	区分
	事項
	提出書類
	様式

	
	免除対象業務の事業所を変更した時
	業務従事事業所等変更届
業務従事期間証明書(以前の勤務先で従事していたことを証明する書類) 
転職先の採用辞令書または雇用契約書の写し
求職活動報告書(毎月末日まで)
	第10号

第12号
―
第26号

	そ

の

他
	死亡・行方不明になった時
	死亡・行方不明等届
※死亡届または住民票除票を添付してください。
	第23号

	
	住所または氏名を変更した時
	住所・氏名等変更届
※転居の場合は住民票の写し、氏名変更の場合は戸籍抄本を添付してください。
	第21号

	
	連帯保証人の住所または氏名に変更がある時
	連帯保証人 住所・氏名等変更届

それを証明する書類（住民票等）
	第22号

―

	
	連帯保証人を変更したい時
	連帯保証人変更申請書
連帯保証人の住民票

	第24号

―


（※）詳しくは「２　注意事項（３）免除について」を参照
　　　
　　　
	③住宅支援資金

	事項
	提出書類
	様式

	資金を借りたい時
※決定前には「資金を借りたい時」以外の書類を提出しないでください

	・訓練促進資金借入申込書(住宅支援資金)
・母子父子自立支援プログラム　目標設定シート
・申請者の世帯全員の住民票（３か月以内発行のもの、本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの）
・家賃がわかる書類の写し(賃貸契約書等)
・申請時直近６か月の給与明細の写し
　又は所得証明
・児童扶養手当証書の写し
*住居確保給付金を受給している場合
　住居確保給付金の決定通知書の写し
	第３号
―
―
―
―

	貸付決定を受けた時
	・誓約書
・借用証書（収入印紙を貼付）
・振込依頼書(通帳の写しを添付)
	第4-2号
第5-2号
第6-2号


	初回の資金交付から送金毎
	・振込依頼書
・家賃の支払いが分かる書類の写し(領収書等)
・自立支援プログラム確認書
	第6-2号
-
第19-2号

	家賃・住居確保給付金が変更になった時
	・家賃・住居確保給付金変更届
・家賃・住居確保給付金が変更になったことがわかる書類の写し
*住所も変更となる場合は、裏面「住所または氏名を変更した時」の書類も併せて提出
	第25号
―


	借入を辞退するとき
	住宅支援金辞退届
	第13-2号

	自立支援プログラムを達成した時
	業務従事届
プログラム達成の証明書

採用辞令書または雇用契約書の写し
	第9-2号
―
―

	プログラム達成・就職等から半年後
	住宅支援資金就業確認書
	第20-2号

	プログラム未達成、若しくは免除対象となる業務（以下「免除対象業務」）に従事しなかった時
	返還協議書

	第16-2号
―


	引き続き１年以上免除対象業務に従事し、返還の全額免除を希望する時（※）
	返還債務免除申請書

業務従事期間証明書
免除申請前６か月間の給与明細の写し

	第18-2号

第12号

	住宅支援資金の返還債務の免除を受ける前に免除対象業務に従事しなくなった時
	業務廃止届
返還協議書
業務従事期間証明書
	第10号

第16-2号
第12号

	返還債務の免除を申請せず、返還を希望する時

	返還協議書
	第16-2号

	区分
	事項
	提出書類
	様式

	
	免除対象業務の事業所を変更した時
	業務従事事業所等変更届
業務従事期間証明書(以前の勤務先で従事していたことを証明する書類) 

転職先の採用辞令書または雇用契約書の写し
求職活動報告書(毎月末日まで)
※1か月以内に新規事業所に就職できないとき

	第10-2号

第12号
―
第26号

	そ

の

他
	死亡・行方不明になった時
	死亡・行方不明等届

※死亡届または住民票除票を添付してください。
	第23号

	
	住所または氏名を変更した時
	住所・氏名等変更届
※転居の場合は、住民票の写し、氏名変更の場合は戸籍抄本を添付してください。
	第21号


２　注意事項

（1） 貸付決定番号について

訓練促進資金の貸付決定時に付与する貸付決定番号は、本資金に関するすべての手続が完了するまで（免除または返還の終了まで）、忘れないようにしてください。
※他の奨学金の決定番号、卒業生番号、取得資格の登録番号などと間違えないよう、    注意してください。

（2） 返還免除前の転職等について

　　　  養成機関を卒業後、免除対象業務に就業する時は、「業務開始届」（様式第9号）を提出してください。

また、他の事業所に転職される場合、引き続いて免除の期間として算入するためには、原則として前の事業所の退職月から１か月以内（求職活動をしている場合、入学・就職準備金借受者は最長12か月以内、住宅支援資金借受者は最長6か月以内）に就業する必要があります。１か月以内に就職できない時は、毎月「求職活動報告書」（様式第26号）を提出する必要があります。
	（例）2025年９月15日付けで退職した場合には、2025年10月14日までに次の事業所で業務に従事している必要があります。


　　　
（3） 返還免除について
<入学準備金・就職準備金>

　　　 　養成機関を卒業（修了）し、１年以内に取得資格の登録を行い、静岡県内等において訓練促進資金貸付要綱に規定する「免除対象業務」に従事し、引き続いて５年間就業すれば、返還の免除を受けることができます。（免除申請書と所定の添付書類の提出が必要です）

また、１年間以上引き続いて「免除対象業務」に従事した者は、一部免除を受けられる可能性があります。

※詳細は貸付要綱第11条を参照

	<一部免除の計算式>

免除額＝貸付額×（就業した年数／５年）

※就業期間は資格取得後に就業した期間です。１年未満は切り捨てます。


　　<住宅支援資金>
　　　現に就業していない者が住宅支援資金による貸付を受けた日から1年以内に就職し、
又は現に就職している者がプログラム策定により転職等をし、1年間引き続き就業を継続すると、返還の免除を受けることができます。（免除申請書と所定の添付書類の提出が必要です）

　　　　※詳細は貸付要綱第11条２を参照
（４）資格試験受験　猶予期間について
　　　養成機関卒業と同時に資格試験の受験資格を得て、卒業後に受験をする場合、1年間を限度として、返還猶予の対象となる可能性がありますので、本会までご相談ください。
（５）母子父子自立支援プログラム　変更による猶予期間について
個々の状況に応じて、貸付申請時のプログラムから内容を変更することを認めます。
ただし、最初のプログラム開始（貸付開始時）から1年以内に就職をしていただくことになります。（例：令和7年4月にプログラムを策定。令和7年10月に変更した場合、令和8年3月までに就職をする必要があります）
プログラムの達成が見込まれない場合でも、1年を限度として返還の猶予となる可能性がありますので、本会までご相談ください。

（６）就業後の休職等について
就業してから産休、育児休業・介護休暇（職場の規程による）を取る場合は、返還猶予の対象となる可能性があります。
産休、育児休業・介護休暇を取らず退職する場合には、返還となる可能性があります。
疾病等により休職する期間は、雇用が継続している場合は、業務従事期間に算入することができます。
（７）他の給付金・貸付金との併用について
・養成機関への入学金や教科書代、教材費に対する給付が含まれる専門実践教育訓練給
付金を受給する者及び自立支援教育訓練給付金を受給する者は、当該貸付金(入学準備
金)の貸付対象とはなりません。
　　・保育士修学資金貸付事業(保育士)、介護福祉士等修学資金貸付制度(介護福祉士等)を
受ける者は、当該貸付金対象とはなりません。（住宅支援資金を除く）
・住居確保給付金を受給する者は、家賃との差額を貸し付けます。
（確認事項）
借受人及び連帯保証人は次の事項を確認し厳守してください。

１　借受人、連帯保証人に次の事項が生じたときは、遅滞なく本会に届け出ること。

(1) 住所を変更したとき

(2) 改名・改姓したとき

(3) 退学したとき、事業に従事しなくなったとき

(4) 天災、火災その他重大な災害を受けたとき

(5) 死亡、または所在不明になったとき

(6) その他変更事項があったとき

２　本会は、借受人が次の各号の一に該当する場合に、貸付金の全部または一部につき一時返還を請求し、または貸付金の貸付もしくは交付を停止する。

  (1) 貸付金の使途をみだりに変更し、または他に流用したとき

(2) 住所、氏名、世帯状況等の申請内容について虚偽の申請その他不正な手段により貸付を受けたとき
(3) 故意に返還金の支払いを怠ったとき

(4) 貸付の目的を達成する見込みがないと認められるとき

(5) その他、本貸付の主旨に反する事実が認められたとき

３　本会と借受人及び連帯保証人との間で、民事調停または民事訴訟の必要が生じた場合　　　 には、静岡簡易裁判所、静岡地方裁判所を合意裁判所とする。
[image: image3.emf]住所

    返還開始となることがあります。

就職活動の状況は上記のとおりです。ﾊﾛｰﾜｰｸの紹介状等の書類を添えて報告します。





　※求職活動とは、以下のいずれかに該当する場合を言います。

　　①月１回以上、求人への応募を行った場合

　　②月２回以上、下記の活動を行っている場合

　　　　ア  公共職業安定所等が行う職業相談、職業紹介等

  　　  イ　公的機関等が行う求職活動に関する指導、個別相談が可能な企業説明会等

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏　名

                                                             【令和　　　年　 　月分】





様式第26号

決定番号



求職活動状況報告書（訓練促進資金･住宅支援金）

　※提出期限：離職した日の翌月から再就職する月の、毎月末日まで。報告がない場合や内容に疑義がある場合は

　　                                               　令和　　　　年　　　　月　　　　日

電話番号

　　③公共職業訓練、求職者支援訓練等を受講している場合

　　　 各種養成施設に入校、公共職業訓練給付・教育訓練給付の対象訓練等を受講している場合

　※ハローワークの紹介状等、可能な限り客観的に求職活動の状況が確認できる書類を添付すること。

日　　時

内　容　(何を利用して探したか、応募状況(会社名･職種・履歴書の提出・面接状況等)、結果、その

理由等を詳細に記入してください)


　　　　　　　　　　 
1 借入相談　　　　　 各市（町）及び県健康福祉センター
高等職業訓練促進給付金担当課
　　 借入申込者　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸付制度説明、申請書の配布
2 申請書配布　　　　　（県社協HPからもﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできます）
必要書類準備　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸付対象者であることの確認
　　申請書作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　必要書類の交付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③申請書提出
　　　　
　　　　　　　　  　　④貸付決定通知、　　④貸付決定通知、
償還計画送付　　　　償還計画送付　　　⑦養成機関在学中の
⑤誓約書・借用書・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異動情報の提供
　振込依頼書等の提出　　　　　　
⑥貸付金の送金
　　　　　　　　　
静岡県社会福祉協議会
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　貸付審査、決定
　　　　　　　　　　資金交付
　　　　　　　　　　借受者への連絡、管理
　　
※申請書は、簡易書留、レターパック等の確実な方法で送付してください。
　　　　普通郵便で送付し、万が一紛失しても、本会では一切の責任は負いかねます。

<入学準備金の申請、貸付>
養成機関に合格し、高等職業訓練促進給付金の支給が決定




























　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　①借入相談　　　　　　　  
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　
②申請書配布　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③申請書提出
　　　　
　　　　　　　　  　　④貸付決定通知、　　④貸付決定通知、
償還計画送付　　　　償還計画送付　　　⑦プログラム策定
⑤誓約書・借用書・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期間中の情報提供
　振込依頼書等の提出　　　　　　
⑥貸付金の送金
　　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　
※申請書は、簡易書留、レターパック等の確実な方法で送付してください。
　　　　普通郵便で送付し、万が一紛失しても、本会では一切の責任は負いかねます。















社会福祉法人静岡県社会福祉協議会
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱

(趣旨)

第１条　この要綱は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会（以下「県社協」という）が、ひとり親家庭の親の自立の促進を図るため、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金（以下「訓練促進資金」という）、自立に向けて意欲的に取り組むひとり親家庭の親に対し、住宅支援資金を予算の範囲内で貸付けすることについて必要な事項を定める。
(定義)
第２条　この要綱において「ひとり親」とは、配偶者と死別した者、又は現に婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む）をしていない者及びこれに準ずる次に掲げる者で、現に20歳に満たない児童を扶養している者をいう。
(1)  離婚し、現に婚姻をしていない者
(2)　配偶者の生死が明らかではない者
(3)　配偶者から遺棄されている者
(4)　配偶者が海外にあるためその扶養を受けることができない者

(5)　配偶者が精神または身体の障害により長期にわたって労働能力を失っている者
(6)　前各号に掲げる者に準ずる者であって、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条及び第１条の２で定める者
２　この要綱において「養成機関」とは、１年以上のカリキュラムを履修することが必要とされているものであり、看護師、介護福祉士、保育士、社会福祉士、理学療法士、作業療法士等の資格の取得を目的とする機関をいう。
 (貸付の対象者)

第３条
１　訓練促進資金の貸付の対象となる者は、次のいずれにも該当する者とする。
(1)  母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条第２号に規定する母子家庭高等職業訓練促進給付金及び法第31条の10において準用する法第31条第２号に規定する父子家庭高等職業訓練促進給付金（以下「高等職業訓練促進給付金」という）の支給を受ける者
　(2)  原則として、静岡県内に住民登録をしている者
　(3)　養成機関の課程を修了後、第11条第１項に規定する業務に従事しようとする者
　(4)  入学準備金については、専門実践教育訓練給付金及び自立支援教育訓練給付金を受給していない者
２　高等職業訓練促進給付金の支給を受け、准看護師養成機関を修了する者が、引き続き、看護師の資格を取得するために、養成機関で修業する場合におけるひとり親家庭高等職業訓練促進資金の取扱は、平成30年4月1日より以下のとおりとする。
(1) 入学準備金については、准看護師養成機関の入学時に貸し付けを行うこととし、看護師の養成機関の入学時において改めて貸し付けを行わない。
(2) 就職準備金については、原則として准看護師養成機関の修了時には貸し付けを行わないこととし、看護師の養成機関を修了し、資格を取得した時点において就職準備金の貸し付けを行う。
３ 住宅支援資金貸付けの対象となる者は、次の号のいずれにも該当する者とする
(1) 原則として、児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）による児童扶養手当の支給を受けている者（児童扶養手当の支給を受けている者と同等の所得水準の場合を含む）であって、「母子・父子自立支援プログラム策定事業の実施 について」（平成26年９月30日雇児発0930第４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく母子・父子自立支援プログラム（以 下「プログラム」という）の策定を受けている者。なお、所得が児童扶養手当の支給を受けている者と同等の所得水準を超えた場合であっても1年以内の者については対象とする。
(2) 原則として、県内に住民登録をしている者

　
（貸付の種類）
第４条　
１　訓練促進資金は、入学準備金、就職準備金とし、貸付の時期は以下に定める。
　(1)　入学準備金
　　　養成機関に入学し、高等職業訓練促進給付金の支給を受ける時
　(2)　就職準備金
　　　養成機関の課程を修了し、資格を取得した時
２ 住宅支援資金 

（1） 住宅支援資金は、プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる者の住居費支援として12か月の範囲内で貸し付けるものとする
(貸付の金額等)

第５条　
１　訓練促進資金の貸付けの金額は、入学準備金については500,000円以内とし、就職準備金については200,000円以内とする。
２　住宅支援資金の貸付額は、入居している住宅の家賃の実費（上限７万円）とする
３　訓練促進資金は、無利子とする。ただし、連帯保証人を立てない場合は、返還債務の履行猶予期間中は無利子とし、履行猶予期間経過後はその利率を年1.0パーセントとする。
４　住宅支援資金の利子は、無利子とする
５　訓練促進資金は、その全額を一括で貸付けする
６　住宅支援資金は、初回の交付以降3カ月毎の申告をもって貸付をする
　（連帯保証人）
第６条　
１　訓練促進資金の貸付けを受けようとする者は、原則として連帯保証人１人を立てることとする。ただし、連帯保証人を立てられない場合で、県社協会長が認めた場合はこの限りではない。

２　前項の連帯保証人は、成年の者で独立の生計を営む者でなければならない。この場合において、訓練促進資金の貸付けを受けようとする者が未成年であるときは、連帯保証人はその者の法定代理人でなければならない。
３　連帯保証人は、訓練促進資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担する。

４　訓練促進資金の貸付けを受けた者は、連帯保証人が死亡したとき、または連帯保証人　　として適当でない事由が生じたときは、直ちに他の連帯保証人を立て、連帯保証人変更届を県社協会長に提出しなければならない。
　　　
(貸付の申請)

第７条　訓練促進資金の貸付けを受けようとする者（以下「申請者」という）は、別に定める借入申込書に、次に掲げる書類を添えて、県社協会長に提出しなければならない。
1　訓練促進資金

(1)　高等職業訓練促進給付金支給決定通知書の写し
(2)　世帯全員の住民票の写し（発行から３か月以内で本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの）

(3)　養成機関合格（入学許可）通知の写し（入学準備金の貸付けを申請する場合）
(4)　養成機関の卒業証書及び資格取得試験合格通知の写し（就職準備金の貸付けを申請する場合）
(5)  連帯保証人の住民票の写し（連帯保証人を立てる場合：発行から３か月以内で本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの）

2　住宅支援資金
(1) 世帯全員の住民票の写し(発行から３か月以内で本籍地・ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載がないもの)
(2) 自立支援プログラム策定の証明書
(3) 家賃がわかる書類の写し(契約書、家賃引落口座の引落が分かる通帳等の写し等)

(貸付の決定)

第８条　県社協会長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を審査して、訓練促進資金又は住宅支援資金の貸付けの可否を決定し、その旨を申請者に通知する。
 (誓約書及び借用書の提出)


第９条　前条の規定により訓練促進資金及び住宅支援資金の貸付けの決定を受けた者は、別に定める誓約書、借用証書を県社協会長に提出しなければならない。
 (貸付契約の解除等)

第10条　県社協会長は、貸付けを受けている者が次の各号のいずれかに該当する場合には、貸付契約を解除するものとする。
1　訓練促進資金

(1)　養成機関を退学したとき
(2)　養成機関の課程を継続または卒業できる見込みがなくなったと認められるとき
2　住宅支援資金
(1) 自立支援プログラム策定の達成の見込みがなくなったと認められるとき
(2) 第11条(2)が見込まれなくなったと認められるとき

3　死亡したとき。ただし、連帯保証人がいる場合はその限りでない
4　虚偽その他不正な方法により貸付けを受けたことが明らかになったとき
5　その他貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき
6　訓練促進資金、又は住宅支援資金の貸付期間中に貸付契約の解除を申し出たとき

(返還債務の当然免除)

第11条　県社協会長は、訓練促進資金又は住宅支援資金の貸付を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、返還債務を免除することができる
１　訓練促進資金
(1)　養成機関の課程を修了後、直近の資格試験を受験し、資格を取得した日から１年以内に就職し、取得した資格が必要な業務（週20時間以上の就労）に従事し、引き続き５年間(他種の養成機関等における課程の履修、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により当該業務に従事できなかった場合は、引き続き当該業務に従事しているものとみなす。ただし、雇用が継続している場合を除き当該業務従事期間には算入しない)その業務に従事したとき。　　　　　　　　　　　　
なお、災害、疾病等、やむを得ない事由により、資格試験を受験できなかった場合または資格試験に合格できなかった場合は、第10条又は第12条若しくは第13条の規定を準用する。

（2） 前号に定める業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡し、または業務に起因する心身の故障のため、その業務を継続することができなくなったとき。
２　住宅支援資金 
（1） 現に就業していない者が住宅支援資金による貸付を受けた日から１年以内に就職又は現に就業している者が住宅支援資金による貸付けを受けた日から1年以内にプログラム　策定時より高い所得が見込まれる転職等をし、１年間引き続き就業（災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により就業できなかった場合は、引き続き就業しているものとみなす。ただし、当該就業期間には算入しない）を継続したとき。 

(2) (1)に定める就業期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができなくなったとき。
３　前項第１号の「その他やむを得ない事由」は、第11条に規定する業務に従事することが困難であると客観的に判断できる場合であること。
４　第１項の規定による返還債務の免除を受けようとする者は、別に定める返還債務免除申請書に免除の理由となる事実を証明する書類を添えて、県社協会長に提出しなければならい。
(返還)

第12条
１　訓練促進資金
訓練促進資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合(他種の養成機関等における就学、災害、疾病、負傷、その他客観的にやむを得ない事由があると認められる場合を除く)には、その規定する事由が生じた日の属する月の翌月から県社協会長が定める期間（返還債務の履行が猶予されたときは、この期間と当該猶予された期間を合算した期間とする。）に、月賦または半年賦の均等払方式等により返還しなければならない。ただし、繰り上げて返還することができる。
(1)　貸付契約が解除されたとき。
(2)　養成機関の課程を修了後、直近の資格試験を受験し、資格を取得した日から１年以内に第11条に規定する業務に従事しなかったとき。(第11条1(1)のなお書き以降の場合は同様に読み替えるものとする)
(3)  第11条に規定する業務に従事する意思がなくなったとき。
(4)　業務外の事由により死亡し、または心身の故障により業務に従事することができなくなったとき。
２　住宅支援資金
　　住宅支援資金の貸付けを受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合（災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由がある場合は除く）には、当該各号に規定する事由が生じた日の属する月の翌月から県社協の長が定める期間（返還債務の履行が猶予されたときは、この期間と当該猶予された期間を合算した期間とする）内に、県社協の長が定める金額を月賦又は半年賦の均等払方式等により返還しなければならない。

(1）住宅支援資金の貸付契約が解除されたとき。 

(2) 貸付終了後１年が経過したとき。 

(3) 死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。
３　前項の「その他やむを得ない事由」は、第11条に規定する業務に従事することが困難であると客観的に判断できる場合であること。
４　第１項の規定により訓練促進資金を、第2項により住宅支援資金を返還しなければならない者は、その事由の生じた日（次条第１項の規定により返還債務の履行を猶予された場合にはその事由が継続する期間が終了した日、前条の規定による返還債務の免除の申請または次条の規定による返還債務の履行の猶予の申請をし、不承認の通知を受けた場合にはその通知を受けた日)から起算して15日以内に、別に定める返還協議書を県社協会長に提出しなければならない。
(返還債務の履行猶予)

第13条
1　当然猶予

　　県社協会長は、訓練促進資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続する期間、訓練促進資金の返還の債務の履行を猶予することができる

　  (1)　訓練促進資金の貸付契約を解除された後も引き続き当該養成機関に在学しているとき

　  (2)　当該養成機関を卒業後さらに他種の養成機関において修学しているとき

2　裁量猶予

　  (1)　県社協会長は、訓練促進資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続している期間、履行期限の到来していない訓練促進資金の返還の債務の履行を猶予できるものとする

ア　第11条の１(1)、2(1)に規定する業務に従事しているとき

イ　災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき

(2)県社協会長は、住宅支援資金の貸付けを受けた者が次のいずれかに該当する場合には、その掲げる事由が継続している期間、履行期限の到来していない住宅支援資金の返還の債務の履行を猶予できるものとする。
　　　ア 第11条の２（1）に定める就業期間中であるとき。
　　　イ 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき。
(返還債務の裁量免除)
第14条　
１　訓練促進資金
県社協会長は、訓練促進資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、訓練促進資金の返還債務（既に返還を受けた金額を除く）を当該規程に定める範囲内において免除することができる。
(1)　死亡または障害により貸付けを受けた訓練促進資金を返還することができなくなったとき。ただし、連帯保証人がいる場合はその限りではない。
　　返還債務の額（既に返還を受けた金額を除く。以下同じ）の全部または一部
(2)　長期間所在不明となっている場合等、訓練促進資金を返還させることが困難であると認められる場合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過したとき。ただし、連帯保証人がいる場合はその限りではない。
　　返還債務の額の全部または一部
(3)　第11条に規定する業務に１年以上従事したとき（本人の責による事由により免職された者、特別な事情がなく退職した者等については対象としない）
　　返還債務の額の一部
(4)　裁量免除の額は、第11条に規定する業務に従事した年数を５で除した数値を、貸付額に乗じて得た額とする。
２　住宅支援資金
　都道府県知事等は、住宅支援資金の貸付けを受けた者が、次のいずれかに該当するに至ったときは、貸付けた住宅支援資金（既に返 還を受けた金額を除く）に係る返還の債務を当該規定に定める範囲内において免除できるものとする。
(1) 死亡、又は障害により貸付けを受けた住宅支援資金を返還することができなくなったとき、返還の債務の額（既に返還を受けた金額を除く。以下同じ）の全部
(2) 長期間所在不明となっている場合等住宅支援資金を返還させることが困難であると認められる場合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過したとき、返還の債務の額の全部
３　第１項の規定による訓練促進資金の返還債務の裁量免除を受けようとする者は、別に定める返還債務免除申請書に第１項各号のいずれかに該当することを証明する書類を添えて、県社協会長に提出しなければならない。
(延滞利子)

第15条　県知事等は訓練促進資金又は住宅支援資金を受けた者が、正当な理由がなく訓練促進資金又は住宅支援資金を返還すべき日までにこれを返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還した日までの期間の日数に応じ、返還すべき貸付金額につき年3.0パーセントの割合で計算した延滞利子を支払わなければならない。なお、令和２年３月31日以前の期間に対応する返還すべき額の計算については、従前の例によることとする。ただし、当該延滞利子が、払込の請求及び督促を行うための経費等これを徴収するのに要する費用に満たない少額なものと認められるときは、当該延滞利子を債権として調定しないことができる。
(届出)

第16条　
１　貸付けを受けた者は、訓練促進資金の返還債務の免除を受けるまで、次の証明書または　確認書を、毎年決められた期日までに県社協会長に提出しなければならない。
(1)  毎年４月末日まで
・養成機関に在学しているとき。在学証明書
  ・第11条に規定された業務に従事しているとき。就業証明書
　　　 ・養成機関に在学しているとき。訓練促進資金就学確認書
　　　 ・第11条に規定された業務に従事しているとき。訓練促進資金就業確認書
　(2)  毎月提出
・離職後、再就職のために求職活動を行っているとき。求職活動状況報告書
２　訓練促進資金の貸付けを受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、直ちに当該各号に定める届書にその事実を証明する書類を添えて、県社協会長に提出しなければならない。ただし、第１号に該当する場合は、その事実を証明する書類の添付を要しない。
(1)　訓練促進資金の貸付けを辞退するとき。訓練促進資金辞退届
(2)　養成機関を卒業したとき。卒業（修了）届
(3)　取得した資格の登録を受けたとき。資格登録届
(4)　規定された業務を開始したとき。業務開始届
(5)　従事する施設等または職種を変更したとき。業務従事事業所等変更届、業務従事期間証明書
(6)  規定された業務に従事しなくなったとき。業務廃止届、業務従事期間証明書
(7)　休学し、復学し、または退学したとき。休学・復学・退学届
(8)　停学または退学の処分を受けたとき。停学・退学処分届
(9)　住所または氏名を変更したとき。住所・氏名等変更届
(10)　連帯保証人の住所または氏名に変更があったとき。連帯保証人住所・氏名等変更届
(11)　連帯保証人を変更するとき。連帯保証人変更申請書


(12)　家賃・住居確保給付金が変更されたとき。　家賃・住居確保給付金変更届

３　連帯保証人は、訓練促進資金の貸付を受けた者が死亡し、または行方不明になったときは、直ちに死亡・行方不明等届を県社協会長に提出しなければならない。
(実施細目)

第17条　この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。
附　則
この規程は、平成28年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
なお、本要綱の施行に伴い、平成28年４月１日に制定した「社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付規程」（以下「旧貸付規程」という）は廃止するものとし、本要綱の施行前に、旧貸付規程に基づき実施している貸付事業の取扱いについてはなお従前の例によるものとする。
附　則
この要綱は令和2年4月1日から適用する。
附　則
この要綱は令和3年7月1日から適用する。
附　則
この要綱は令和7年4月1日から適用する。
様式第１号
訓練促進資金借入申込書（入学準備金）
　 　令和　 　年　 　月　 　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金を借入したいので、関係書類を添えて申請します。
	借入申込者
	フリガナ
	
	電話
	固定
	

	
	氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　 
	
	携帯
	

	
	住 所
	〒　 　-   
	現住所での居住年数

	
	
	
	年　　　か月

	在学している養成機関
	名称
	
	入学年月
	年　　 月

	
	学科
	 
	養成区分
	昼間・夜間・通信

	
	所在地
	
	学　年
課　程
	　　年
(　　年 課程)

	借入希望金額
	　　　　　　　　　　　　　　円
	取得予定資格
	

	家族の状況
	続柄
	 (　ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) 

氏　　　名
	性別
	生年月日(年齢)
	勤務先・学校名
	現在の月収(年金・手当含)

	
	本人
	
	男・女
	年　 月 　日(　歳)
	　
	 円

	
	　
	
	男・女
	 年　 月　 日(　歳)
	　
	   円

	
	　
	
	男・女
	 年 　月 　日(　歳)
	　
	　　　　　円

	
	　
	　
	男・女
	年 　月 　日(　歳)
	　
	　　　　　円

	
	　
	　
	男・女
	年　 月　 日(　歳)
	　
	　　　　　円

	他の資金の

受給・借受け状況
(右記以外にある場合は空欄に資金名、利用予定等を記入)
	資　金　名
	利用予定
	申請中
	決定
	予定・決定金額

	
	高等職業訓練促進給付金
	有・無
	
	　
	          円

	
	専門実践教育訓練給付金
	有・無
	
	
	　　　　　円

	
	自立支援教育訓練給付金
	有・無
	
	
	　　　　　円

	
	
	
	
	
	

	連帯保証人
	フリガナ
	
	男・女
	電話
	固定
	

	
	氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　 
	
	
	携帯
	

	
	 住 所
	〒　　　-
	申込者との関係

	
	
	
	

	
	生年月日
	年　 月　 日(　 歳)
	世帯人数
	　　　 人
	前年収入
	約　　　万円

	
	勤務先名称
	
	勤務先住所
	


様式第1号(裏面)
・静岡県社会福祉協議会　ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱等に基づき、高等職業訓練促進資金の借入を申し込みます。また、記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で第三者に提供することに同意します。
　　申込者氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・裏面の申し込みにより入学準備金を借り入れた場合は、その返還について、連帯して債務を負担することを誓約します。
　連帯保証人（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第２号
訓練促進資金借入申込書（就職準備金）
令和   　年　 　月　 　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金を借り入れたいので、関係書類を添えて申請します。
	借入申込者
	フリガナ
	
	電話
	固定
	

	
	氏 名
	
	
	携帯
	

	
	住 所
	〒　 　-   
	現住所での居住年数

	
	
	
	年　　　か月

	
	勤務先名称
	
	勤務先住所
	

	卒業した
養成機関
	名称
	
	卒業年月
	年　　 月

	
	学科
	
	養成区分
	昼間・夜間・通信

	
	所在地
	 
	資格取得日
	年   　月 　　日

	借入希望金額
	　　　　　　　　　　　　　　円
	取得した資格
	

	家 族 の 状 況
	続柄
	 (　ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) 

氏　　　名
	性別
	生年月日(年齢)
	勤務先・学校名
	現在の月収(年金・手当含)

	
	本人
	
	男・女
	年　 月 　日(　歳)
	　
	  円

	
	　
	
	男・女
	 年　 月　 日(　歳)
	　
	 円

	
	　
	
	男・女
	 年 　月 　日(　歳)
	　
	円

	
	　
	　
	男・女
	年 　月 　日(　歳)
	　
	円

	
	　
	　
	男・女
	年　 月　 日(　歳)
	　
	円

	他の資金の
受給・借受け状況
(右記以外にある場合は空欄に資金名、利用予定等を記入)
	資　金　名
	利用
	申請中
	決定
	決定金額

	
	高等職業訓練促進給付金
	有・無
	―
	　
	 円

	
	　
	
	   ―
	　
	　　　　　円

	
	
	
	   ―
	
	　　　　　円

	連帯保証人
	フリガナ
	
	男・女
	電話
	固定
	

	
	氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　 
	
	
	携帯
	

	
	 住 所
	〒　 　-
	申込者との関係

	
	
	
	

	
	生年月日
	年　  月　  日(　 歳)
	世帯人数
	　　　 人
	前年収入
	約　　　万円

	
	勤務先名称
	
	勤務先住所
	


様式第2号(裏面)
・静岡県社会福祉協議会　ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱等に基づき、高等職業訓練促進資金の借入を申し込みます。また、記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で第三者に提供することに同意します。
　　申込者氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・裏面の申し込みにより就職準備金を借り入れたときは、その返還について、連帯して債務を負担することを誓約します。
　連帯保証人（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第３号
訓練促進資金借入申込書（住宅支援資金）
　 　令和　 　年　 　月　 　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資金)を借り入れたいので、関係書類を添えて申請します。
	借入申込者
	フリガナ
	
	電話
	固定
	

	
	氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　 
	
	携帯
	

	
	住 所
	〒　 　-   
	現住所での居住年数

	
	
	
	年　　　か月

	現在の勤務先(勤務している場合)
	名称
	
	月収
	　　　　円

	
	所在地
	 
	雇用形態
	　　　　

	就職活動中
	現在就職活動をしている場合は右記□にレ点　　　　　　　□

	家賃
	月額　　　　　　　　　　円

	借入希望期間
	令和　　年　　月　　～　　令和　　　年　　　月
※プログラム策定月から、最大12か月が貸付可能期間となります。プログラム策定月とは別月からの貸付開始を希望する場合、ご相談ください。

	借入希望金額
	　(月額)　　　　　　円　×　　　　か月　　＝　　　　　　　円

	自立支援プログラム策定日
	　令和　　　　年　　　 　月　　　　　日

	家族の状況
	続柄
	 (　ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ ) 

氏　　　名
	性別
	生年月日(年齢)
	勤務先・学校名
	現在の月収(年金・手当含)

	
	本人
	
	男・女
	年　 月 　日(　歳)
	　
	 円

	
	　
	
	男・女
	 年　 月　 日(　歳)
	　
	   円

	
	　
	
	男・女
	 年 　月 　日(　歳)
	　
	　　　　　円

	
	　
	　
	男・女
	年 　月 　日(　歳)
	　
	　　　　　円

	他の資金の

受給・借受け状況
(右記以外にある場合は空欄に資金名、利用予定等を記入)
	資　金　名
	利用予定
	申請中
	決定
	予定・決定金額

	
	住居確保給付金
	有・無
	
	　
	円

	
	児童扶養手当
	有・無
	
	
	　　　　　円

	
	
	
	
	
	　　　　　円


　上記の通り申し込みます。また、記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で第三者に提供することに同意します。
　申込者氏名(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第４号
誓約書
令和　   年　  　月　  　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

　　私は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱を守り、養成機関等を卒業後、静岡県内等において同要綱第11条第１項に基づき、取得した資格が必要な業務（週20時間以上の就労）に従事することを誓います。従事しない場合は訓練促進資金を返還します。

　　なお、訓練促進資金を返還する場合には、返還期限までに確実に返還します。

　　また、下記は借受人本人が自署しています。

決定番号　 　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　 　  　　　　　　　　　　　　
氏名　　　   　　　　　　　　　　　    　

(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　私は、訓練促進資金について、返還債務を本人と連帯して負担します。

　　また、下記は連帯保証人本人が自署しています。

連帯保証人　住所　　　  　 　　　　　　　　　　　
氏名　　  　　 　　　　　　　　　　　　　
(自署)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本人との続柄（関係） 　　  　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　   　　　　　　　　　　　　　

様式第４-２号

誓約書(住宅支援資金)
令和　   年　  　月　  　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

　　私は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱を守り、母子・父子自立支援プログラム目標達成後、静岡県内等において同要綱第11条第２項に規定する業務に従事することを誓います。

　　なお、住宅支援資金を返還する場合には、返還期限までに確実に返還します。

　　また、下記は借受人本人が自署しています。

決定番号　 　　　　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　 　  　　　　　　　　　　　　
氏名　　　   　　　　　　　　　　　　　　

(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　
様式第５号
訓練促進資金借用証書
	借用金額
	金　　　　　　　　　　　　円

	
（内訳）

	入学準備金
	金　　　　　　　　　　　　円

	就職準備金
	金　　　　　　　　　　　　円


　私は、上記のとおり、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金を借用しました。この資金は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱に従い返還します。

令和　 　年　  　 月　   　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

下記は、借受人本人が自署しています。
決定番号　 　  　　　　　　　　　　　　　
住所　　 　  　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　 　  　　　　　　　　  　　 　　
(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

私は、借受人と連帯して、返還債務を負担します。

　また、下記は連帯保証人本人が自署しています。

連帯保証人　住所　 　　
　　　 　　　　　　　　　　

                                    氏　　名　　　　 　　　　　 　  　  
(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
様式第５-２号

住宅資金借用証書
	借用金額
	金　　　　　　　　　　　　円

	
（内訳）

	月額
	金　　　　　　円　×　　　か月


　私は、上記のとおり、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資金)を借用しました。この資金は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付要綱に従い返還します。

令和　　 年　  　 月　   　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

下記は借受人本人が自署しています。
決定番号　 　  　　　　　　　　　　　　　
住所　　 　  　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　 　  　　　　　　　　  　　 　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　(自署)

　　　 　　　　　　　　　　

様式第６号
訓練促進資金振込依頼書
　　　令和　 　年　　　月　　　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　

住所　　　　　　　　　　

氏   名　　　　　　   　　     　　

（自署）

電　　話　　　　　　　

　　貸付決定を受けた 訓練促進資金について、下記の口座への振込をお願いします。

	振込先口座
	金融機関名
	　　　　　　　　　銀行・信用金庫　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　農協・金庫　　　　　　　　　　　　支店

	
	金融機関コード
	
	
	
	
	支店コード
	
	
	

	
	預金口座

番号に○をつけてください
	１　普通
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	２　当座
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義
	フリガナ
	
	

	
	
	氏名
	（姓）


	（名）


※口座番号は左詰で記入してください

※振込口座は借受人本人名義に限ります
※口座名義、口座番号確認のため、通帳の写し（銀行・支店名・口座番号・名義が       わかるページ）を添付してください

様式第６-２号
住宅支援資金振込依頼書
　　　令和　 　年　　　月　　　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　

住所　　　　　　　　　　

氏   名　　　　　　   　　     　　

（自署） 
電　　話　　　　　　　

　　貸付決定を受けた 住宅支援資金について、下記の口座への振込をお願いします。

	振込期間
	令和　　年　　月　　から　　令和　　年　　月(　   カ月)

	振込先口座
	金融機関名
	　　　　　　　　　銀行・信用金庫　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　農協・金庫　　　　　　　　　　　　支店

	
	金融機関コード
	
	
	
	
	支店コード
	
	
	

	
	預金口座

番号に○をつけてください
	１　普通
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	２　当座
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義
	フリガナ
	
	

	
	
	氏名
	（姓）


	（名）


※口座番号は左詰で記入してください

※振込口座は借受人本人名義に限ります
※口座名義、口座番号確認のため、通帳の写し（銀行・支店名・口座番号・名義が       わかるページ）を添付してください
※交付計画の通り、実績払いとなります。交付予定前月までに、交付対象月の支払い実績がわかる書類の写しと本紙を提出してください。

様式第７号

卒業（修了）届
　　令和　　 年　　　月　　　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

 決定番号　　　   　  　　　　　　　　　　　
住所　　　   　　  　　　　　　　　　　
氏名         　　　               　　　
電話番号　     　　　　　　　　　　　　　　

　次のとおり養成機関を卒業したので、届け出ます。

　１　養成機関等の名称

　２　卒業年月日　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　上記のとおり卒業したことを証明します。

令和　　　年　　　月　　　日　

	養成機関等の名称

及び所在地
	　

	養成機関等の長（氏名）
	                                
	㊞


※上記の養成機関による証明、または卒業証書（修了証書）等の写しを提出してくだ
さい。

様式第８号

資格登録届
　　令和　  　年　 　　月　　 　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
決定番号　　  　　　　　　　　　　　　
                                   住　　所　　  　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　   　　　　　　　　　
電話番号　 　　　　　　　　　　　　　
次のとおり資格の登録簿に登録を受けたので、関係書類を添えて届け出ます。

　１　資格名
　２　登録年月日　　　　　 　年　　 　月　 　　日

　３　登録番号

　※登録証の写しを添付してください。
様式第９号

業務開始届
　　令和　 　年　 　　月　 　　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　決 定 番 号　　　  　　　　　　　　　　　
住       所　　　　　　　　　　　　　　
氏       名　　　　 　　　　　　　   　　
電 話 番 号　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり規定された業務を開始したので、届け出ます。

　１　業務開始年月日　　　　　年　　　月　　　日
２　業務に従事する事業所等の名称及び所在地並びに職種

	名称
	　

	所在地
	　　　　　　　　

	電話番号
	

	職種
	　

	勤務時間
	　　　    　週　　　　　　　　時間


　　

上記のとおり業務を開始したことを証明します。

　　年　　 　月　　　 日　

	事業所等の所在地
及び名称
	　

	事業所等の長（氏名）
	　　　　　　　　　　　　　　㊞
	　


様式第９-２号

業務従事届
　　令和　 　年　 　　月　 　　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　決 定 番 号　　　  　　　　　　　　　　　
住       所　　　　　　　　　　　　　　
氏       名　　　　 　　　　　　　   　　
電 話 番 号　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり規定された業務を開始したので、届け出ます。

１　業務開始年月日　　　　　年　　　月　　　日
２　業務に従事する事業所等の名称及び所在地並びに職種

	名称
	　

	所在地
	　　　　　　　　

	電話番号
	

	職種
	
	雇用形態
	

	勤務時間
	　　　      　週　　　　　　　　時間


　　

上記のとおり業務を開始したことを証明します。

　　年　　 　月　　　 日　

	事業所等の所在地
及び名称
	　

	事業所等の長（氏名）
	　　　　　　　　　　　　　　㊞
	　


様式第１０号

業務従事事業所等変更届
　　令和　 　 年　　 　月　　 　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　決 定 番 号　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　住       所　　　　 　　　　　　　　

氏       名　　 　　　　　　　　  　　　
　
電 話 番 号　　　 　　　　　　　　　　
次のとおり業務に従事する事業所等または職種を変更したので、届け出ます。

　１　変更事項

	区分
	変更前
	変更後

	事業所等の名称
	　
	　

	事業所等の所在地
	〒
	〒

	職種
	　
	　


２　変更年月日　　　令和　　　年　 　 　月　　   日

　３　添付書類
　　　(1) 様式第12号「業務従事期間証明書」

　　　(2) 転職先の採用辞令書または雇用契約書の写し
様式第１０-２号

業務従事事業所等変更届(住宅支援資金)
　　令和　  　年　  　月　　 　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　決 定 番 号　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　住       所　　　　 　　　　　　　　

氏       名　　 　　　　　　　　  　　　
　
電 話 番 号　　　 　　　　　　　　　　
次のとおり業務に従事する事業所等または職種を変更したので、届け出ます。

　１　変更事項

	区分
	変更前
	変更後

	事業所等の名称
	　
	　

	事業所等の所在地
	〒
	〒

	職種
	　
	　

	雇用形態
	
	

	変更理由
	


２　変更年月日　　　令和　　　年　 　 　月　　   日

　３　添付書類
　　　(1) 様式第12号「業務従事期間証明書」

　　　(2) 転職先の採用辞令書または雇用契約書の写し

　　

様式第１１号

業務廃止届
　　令和　  　年　　 　月　　 　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
決 定 番 号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　住       所　　　　 　　　　　　　　

氏       名　　 　　　　　　　　　　　　
　
電 話 番 号　　　 　　　　　　　　　　
　次のとおり規定された業務に従事しなくなったので、届け出ます。

　１　業務廃止年月日　　　令和　  　年　　　 月　　 　日

　２　業務に従事していた事業所等の名称及び所在地並びに職種

	名称
	　

	所在地
	　　　　　　　　

	電話番号
	

	職種
	　


　
　※　様式第12号「業務従事期間証明書」を添付してください。

様式第１２号

業務従事期間証明書
	氏　名
	

	採用年月日
	　　　  　 　 　年　　  　月　  　　日

	雇用形態
	正職員・常勤(正職員以外)・非常勤・パート・アルバイト・日雇い

	業務内容
（詳細に）
	　

	事業所種別・職種
	　

	勤務地
	

	勤務日数

（基本勤務時間）
	１週間あたり　　　 時間勤務（　： 　 ～ 　： 　時、　　　日）

	業務従事期間
	　 　年　 　月　　 日 ～ 　　 　年　 　月　　 日 まで
（うち、休職期間）
　 　年　 　月　 　日 ～ 　　　 年　 　月　 　日 まで
　　　　　　※休職期間には、産休、育休、介護休暇を含む

	  上記の者が記載した条件で業務に従事していたことを証明します。

　　　　令和　  　年　　 　月 　　　日

　　　　　（雇用主）　事業所名
　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　事業所長名　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　電話番号


様式第１３号
訓練促進資金辞退届
令和　  　年 　　　月　 　　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　 　　　　　　　　　　　　　
住所　 　　 　　　　　　　　  　　　　
   氏名　 　　　　　　　 　   　　       
電話番号　　 　　　　　　　　　　　　　　　

　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の借入を辞退するので、届け出ます。

様式第１３-２号
住宅支援資金辞退届
令和　  　年 　　　月　 　　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　 　　　　　　　　　　　　　
住所　 　　 　　　　　　　　  　　　　
     　氏名　 　　　　　　　 　   　　       　
電話番号　　 　　　　　　　　　　　　　　　

　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資金)の借入を辞退するので、届け出ます。

	貸付決定期間
	令和　　年　　月　　から　　令和　　年　　月(　　カ月)

	金額
	　　　　　　　　　　　　　　円　(月額　　　　　　　円)

	送金済期間
	令和　　年　　月　　から　　令和　　年　　月(　　カ月)

	金額
	　　　　　　　　　　　　　 円　(月額　　　　　　　円)

	辞退期間
	令和　　年　　月　　から　　令和　　年　　月(　　カ月)

	金額
	　　　　　　　　　　　　　　円　(月額　　　　　　　円)

	辞退理由
	


様式第１４号
休学・復学・退学届
令和　 　年 　 　 月　  　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　 　 　 　　　　　　　　　　　　　
住所　 　 　 　　　　　　　　　　　　　
氏名　  　 　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　  　 　　　　　　　　　　　　　　

	　　　年　　月　　日


	から休　学
に　復　学
に　退　学
	したので、届け出ます。



	　上記のとおり

	休　学
復　学
退　学
	したことを証明します。




令和　　　年　 　　月　 　　日　

養成機関の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
及び所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　    養成機関の長（氏名）　　　　　  　　　　 　　 　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第１５号

停学・退学処分届
令和　　 　年　  　 月　   　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　 　     　　  　　　　　　　　
住所　　    　　　    　　　　　　　　
氏名　    　　　  　  　　　　　　　　
電話番号　    　　　　　　　　　　　　　　
	　　年　 　月　 　日に


	停学

退学
	の処分を受けたので、届け出ます。


	　上記のとおり


	停学

退学
	の処分をしたことを証明します。


令和　  　年　　 　月　　 　日

養成機関の名称　　 　　　　　　　　　　　　　　　
及び所在地　　 　　　　　　　　　　　　　　　
　　養成機関の長（氏名）　 　　　　　　　　　　　　　　印　

　

様式第１６号
訓練促進資金返還協議書
令和　 　年　   　月　   　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号 　　 　 　　　　　　　　　　　　　

　　住所　　   　　　　　　　　　　　　　　

  氏名　   　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　   　　　　　　　　　　　　　　　
連帯保証人　住所　   　　　　　　　　　　　　　　　

氏名 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号   　　　　　　　　　　　　　　　　

　貸付けを受けた社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金について、下記のとおり返還を希望します。

	在学中または卒業した

養成機関等の名称
	　
	貸付

決定日
	　　年 　　月　　日

	貸付金額
	　　元金　　　　　　　　　　　　　円　　　　

	返還理由発生年月
	年　　　　　　　月

	返還理由
	

	返還期間
	　　　　年　 　　月　から　　　　年　 　　月まで（　 　　回）

	返還方法
	月賦　　　　　半年賦　　　　　一括

	１回の返還金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　


※連帯保証人がいない場合は、年利1.0％の利子が発生します。
様式第１６-２号
住宅支援資金返還協議書
令和　 　年　   　月　   　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号 　　 　 　　　　　　　　　　　　　

　　住所　　   　　　　　　　　　　　　　　

  氏名　   　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　   　　　　　　　　　　　　　　　
　

　貸付けを受けた社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資金)について、下記のとおり返還を希望します。

	貸付期間
	　令和　　年　　月
～令和　　年　　月
	貸付

決定日
	　　年 　　月　　日

	貸付金額
	　　元金　　　　　　　　　　　円　(月額:　　　　　　円)

	返還理由発生年月
	年　　　　　　　月

	返還理由
	

	返還期間
	　　　　年　 　　月　から　　　　年　 　　月まで（　 　　回）

	返還方法
	月賦　　　　　半年賦　　　　　一括

	１回の返還金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　


様式第１７号

訓練促進資金返還猶予申請書
令和　  　年　   　月　   　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　 　    　　　　　   　　　　　　　
住所     　　　　　　　   　　　　　　　
  氏名　     　　　　　    　　　　　 　　
電話番号   　 　　　　 　   　　　　　　　　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の返還債務の履行の猶予を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	資金の種類
(○をつけてください)
	　　入学準備金
	入学年月日
	　　　    年　 　 　月　　 　日

	
	　　就職準備金
	卒業年月日
	年　  　月　 　日

	借入金額
	　     元金　　　   　  　　　 　　円　　

	返還残額
	　     元金　　　　　　     　 　　円　　

	猶予を受けようとする期間
	　       年    　月　～　　　   年   　 月まで （　 　か月）

	猶予申請の理由
	１　当該養成機関を卒業後、他種の養成機関に在学している

	
	学校名
	
	年制
	　　年制
	学年
	　　 年

	
	入学日
	　     年 　月 　日
	卒業見込年月
	　     年　 月　 日

	
	２　災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由がある
  いつからどのような状況なのか詳しく記載してください

３　卒業年度の資格試験を不受験または不合格で、次年度に再受験す
る予定である


様式第１７-２号

住宅支援資金返還猶予申請書
令和 　 　年　   　月　   　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　 　    　　　　　   　　　　　　　
住所     　　　　　　　   　　　　　　　
  氏名　     　　　　　    　　　　　 　　
電話番号   　 　　　　 　   　　　　　　　　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資金)の返還債務の履行の猶予を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	借入期間
	　令和　　　年　　　月　～　令和　　　年　　　月(　　カ月)

	借入金額
	　    元金　　　   　  　　　　　円　　(月額　　　　　　円)

	返還残額
	　    元金　　　　　　    　 　　円　　

	猶予を受けようとする期間
	　        年    　月　～　　　   年  　  月まで （　 　ヵ月）

	猶予申請の理由
	・求職、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由がある
  いつからどのような状況なのか詳しく記載してください



様式第１８号
訓練促進資金返還債務免除申請書
令和　  　年 　  　月　 　 日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
決定番号　　    　　　 　　　　　　　　　　

住所　   　 　　 　　　　　　　　　　　
氏名　    　　 　　　　　　　　　 　  　　

　　　　　 　電話番号　    　 　　 　　　　　　　　　　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の返還債務の
免除を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	借　 入　 金　額
	入学準備金　　　　　　　　　　 　　 　　　円

	
	　就職準備金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	返還済額
	　入学準備金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	　就職準備金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	未返還額
	　入学準備金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	　就職準備金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	免除申請額
	入学準備金　　　　　　　　   　 円
	貸付額×（就業した年数／５年）

	
	　就職準備金　　　　　　　　      円
	

	免除申請の理由
	　

	規定された業務に従事した
事業所等の名称
	職種
	業務に従事した期間

	　
	　
	  　年 　月 　日 ～　   年　 月 　日まで

	　
	　
	　年 　月 　日 ～　 　年　 月　 日まで

	　
	　
	　年 　月　 日 ～　 　年 　月　 日まで

	　
	　
	　年　 月　 日 ～　 　年 　月　 日まで

	返還猶予期間
	　　　　　年　 　月　 　日 ～　　　　　　年　 　月　 　日まで

	
	　　　　　年 　　月　 　日 ～　　　　　　年　 　月　 　日まで



様式第１８-２号
住宅支援資金返還債務免除申請書
令和 　　 年 　  　月　 　 日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
決定番号　　    　　　 　　　　　　　　　　

住所　   　 　　 　　　　　　　　　　　
氏名　    　　 　　　　　　　　　 　  　　

　　　　　 　電話番号　    　 　　 　　　　　　　　　　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金(住宅支援資
金)の返還債務の免除を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	借　 入　金　額
	　　　　　　　　　　 　　 　    　　円

	返還済額
	　　　　　　　　　　　　　    　　　円

	未返還額
	　　　　　　　　　　　　　　    　　円

	免除申請額
	　　　　　　　　　　　　　    　    円 

	免除申請の理由
	　

	自立支援プログラムを受けた期間
	　　年 　月 　日～　　年　 月 　日まで

	プログラムを達成した時期
	　        　　年 　　　月 　　　日

	規定された業務に従事した
事業所等の名称
	職種
	業務に従事した期間

	　
	　
	　年 　月　 日 ～　　年 　月　 日まで

	　
	　
	　年　 月　 日 ～　　年 　月　 日まで

	返還猶予期間
	　　　　　年　 　月　 　日 ～　　　　　　年　 　月　 　日まで

	
	　　　　　年 　　月　 　日 ～　　　　　　年　 　月　 　日まで


様式第１９号
訓練促進資金就学確認書
令和　  　年　   　月　  　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　　　　　　　　　　
住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　            　
電話番号　　

　　　　　　　　　　　　　
　現在、次のとおり就学を継続していますので、届け出ます。

	養成機関名
	（ 昼間 ・ 夜間・通信 ）
	修業

資格
	

	養成機関
所在地
	〒
	電話
	

	修学期間
	　　  　年　　  月　 　 日　～　　　　  年　　  月　  　日



	※給付金

支給対象月
	　　　 　年　　　 月　～　　　　　 年　　　 月

	休暇状況
	上記支給対象月の修学予定日に　　　　　日間、休暇した。

	特記事項
	


※高等職業訓練促進給付金の支給対象月を記入すること。

　※住所等、状況に変更がある場合は、併せて変更手続きをお願いします。
様式第１９-２号
自立支援プログラム確認書
令和　  　年　   　月　  　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　　　　　　　　　　
住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　            　
電話番号　　

　　　　　　　　　　　　　
　現在、次のとおり自立支援プログラムを継続していますので、届け出ます。

	プログラム内容
	  

	プログラム策定期間
	　　  　年　　  月　 　 日　～　　　　  年　　  月　  　日



	住宅支援資金貸付決定期間
	　　　 　年　　　 月　～　　　　　 年　　　 月

	プログラムの進捗状況
及び達成までの見通し
	


※プログラム達成、住所変更等、状況に変更がある場合、併せて変更手続きをお願いします。

様式第２０号
訓練促進資金就業確認書
令和　  　年　  　月　  　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　 
住　　所　　　　　　　　　　　　

氏    名　　　　　　　　　　　 　　
電話番号

　　　　　　　　　　　　　
　現在、次のとおり就業を継続していますので、届け出ます。

	事業所名
	　
　
	種別
	

	事業所
所在地
	〒
	電話
	

	就業期間
	　　  　年　 　 月　 　 日　～　　　 　 年　　  月　  　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在の職場での就業期間）
（うち、休職期間）
　　 　年　 　月　 　日 から 　　 　年　 　月　 　日 まで
　　　　　　　　　　　※休職期間には、産休、育休、介護休暇を含む

	就業時間
	１週間あたり　　　  　時間
      　　　　　　　   （　　：　　～　 ：　　）（　 　　日 / 週）

	職 種・
内 容
	

	特記事項
	


※勤務先、住所等に変更がある場合、併せて変更手続きをお願いします
様式第２０-２号
住宅支援資金就業確認書
令和　  　年　  　月　  　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　 
住　　所　　　　　　　　　　　　

氏    名　　　　　　　　　　　 　　
電話番号

　　　　　　　　　　　　　
　現在、次のとおり就業を継続していますので、届け出ます。

	事業所名
	　
　
	種別
	

	事業所
所在地
	〒
	電話
	

	就業期間
	　　  　年　 　 月　 　 日　～　　　 　 年　　  月　  　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在の職場での就業期間）
（うち、休職期間）
　　 　年　 　月　 　日 から 　　 　年　 　月　 　日 まで
　　　　　　　　　　　※休職期間には、産休、育休、介護休暇を含む

	就業時間
	１週間あたり　　　  　時間
        　　　　　　　  （　　：　　～　 ：　　）（　 　　日 / 週）

	職 種・
内 容
	

	特記事項
	


※勤務先、住所等に変更がある場合、併せて変更手続きをお願いします

様式第２１号

住所・氏名等変更届
令和　　  年　  　月　  　日　

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　 　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　
　　　　　　　

　次のとおり変更したので、関係書類を添えて届け出ます。

　　　　　　　

　１　変更事項

	区分
	変更前
	変更後

	住所
	〒
	〒

	氏名
	　
	

	その他
	
	


　２　変更年月日　　令和　　　 年　    　月　 　   日
　３　添付書類
　　　(1) 住所変更の場合は、住民票の写し
　　　(2) 氏名変更の場合は、戸籍抄本
　　　(3) その他の場合は、変更したことがわかる書類
様式第２２号
連帯保証人　住所・氏名等変更届
令和　  　年　    　月　   　日

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様
決 定 番 号　　　　  　　　　　　　　　

住       所
　　　　　　　　　　　　　
氏       名　　　　　　　       　　　　
電 話 番 号
　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり連帯保証人の状況に変更があったので、届け出ます。

　　　　　　　　　　　　　

　１　変更事項

	区分
	変更前
	変更後

	住所
	〒
	〒

	氏名
	　
	

	その他
	
	


　２　変更年月日　　令和　　　年　  　月　 　 日

　３　添付書類
　　　(1) 住所変更の場合は、住民票の写し
　　　(2) 氏名変更の場合は、戸籍抄本
　　　(3) その他の場合は、変更したことがわかる書類
　　

様式第２３号

死亡・行方不明等届
　　
令和　 　年　　 　月　　 　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

　届出者　住所　　          　　　　　　　　　　　
　氏名　　          　　　　　　　　　　　
借受人との続柄　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　     　     　　　　　　　　　　　

次のとおり社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の 貸付けを受けた者の状況を報告します。
　１　貸付けを受けた者
	決定番号
	　

	住所
	〒

	氏名
	　


　
　２　□死亡　　　　□行方不明等
発生日　　　令和　　　年　　 　月　　 　日
　　　※死亡届（写)または住民票除票を添付してください。
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様式第２４号
訓練促進資金連帯保証人変更申請書
令和　 　年　  　月　  　日　
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　    　　　　　　　　　　　

住所　　　 　   　　　　　　　　　　　

氏名　  　　  　　 　　　　　　　 　 　　
電話番号　　   　　 　　　　　　　　　　　

　　次のとおり連帯保証人を変更したいので、申請します。

　１　新連帯保証人情報

	フリガナ
	
	男・女
	電話
	固定
	

	氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	携帯
	

	 住 所
	〒　 　-
	申込者との関係

	
	
	

	生年月日
	年　  月　  日(　 歳)
	世帯人数
	　　　 人
	前年収入
	約　　　　万円

	勤務先名称
	
	勤務先住所
	


　２　変更理由


誓約書
令和　 　年　　 　月　　 　日　

　　社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

　　私は、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会ひとり親家庭高等職業訓練促進資金に    ついて、返還債務を本人と連帯して負担します。

連帯保証人　住所　　  　　　　　　　　　　　　　　　

　  　氏　　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　     (自署)
57

様式第２５号
家賃･住居確保給付金変更届
令和 　 　年　  　月　  　日
社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長　様

決定番号　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　
　次のとおり(家賃・住居確保給付金)が変更となったので、届け出ます。

　１　変更額

	変更前
	変更後

	　家　　賃
	円
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	住居確保
給付金
	円
	円


　２　変更年月日　　令和　 　年　　 月　　日

　３　添付書類
(1) 変更後の家賃･住居確保給付金の額が確認できるもの
(2) 住所も変更になる場合は住所･氏名変更届(様式第21号)と、住民票
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高等職業訓練促進給付金対象者に周知





社会福祉法人静岡県社会福祉協議会


<高等職業訓練促進資金貸付 フローチャート>











社会福祉法人静岡県社会福祉協議会


<訓練促進資金貸付 フローチャート>











<退学> 


○返還協議書


<他業種へ就業> 


○返還協議書





<養成機関卒業または修了> 


○借用証書


○卒業届


○卒業証書（写）または養成機関を修了したことが確認できる書類





返　　還





<資格試験に合格・登録> 


○登録届


○登録証（写）





<不受験または不合格> 


○返還猶予申請書


○受験票（写）





返還猶予








次年度に再受験





<合格・登録>


○登録届


○登録証（写）





<他の養成校へ進学>


○返還猶予申請書


○在学証明書





<合格できず>


○返還協議書





返還猶予





返　　還





＜就職準備金の申請、貸付け＞





<合格後１年以内に規定の業務に就業>


○業務開始届





<合格後１年以内に規定の業務に就業できず>


○返還協議書





返還猶予





返　　還





退　職


○業務廃止届





<退職後12か月以内に規定の業務に就業> 


○業務従事事業所等変更届


○業務従事期間証明書





<退職後12か月以内に規定の業務に就業できず>


○返還協議書


○業務廃止届





返　　還





<就業期間５年以上経過> 


○返還免除申請書


○業務従事期間証明書





<就業期間が１年以上経過し退職>


○返還免除申請書


○業務従事期間証明書


○業務廃止届


○返還協議書





<就業期間１年未満で退職>


○返還協議書


○業務廃止届





返還免除





返　　還





返還一部免除








<住宅支援資金貸付 フローチャート>





母子父子自立支援プログラム策定対象者に周知





静岡県ひとり親福祉連合会


・静岡市在住の方…静岡市母子寡婦福祉会


・浜松市在住の方…同連合会内ひとり親サポートセンター西部支所


・その他の市在住の方…同連合会内ひとり親サポートセンター東部、中部、西部各支所





借入申込者





必要書類準備


申請書作成











静岡県社会福祉協議会


貸付審査、決定


資金交付


借受者への連絡、管理





社会福祉法人静岡県社会福祉協議会


<住宅支援資金貸付 フローチャート>





<住宅支援資金の申請>


静岡県ひとり親福祉連合会にて、母子・父子自立支援プログラムを策定





<貸付期間中> 


○払込依頼書


○通帳の写し


○家賃が分かる書類


〇自立支援プログラム確認書(様式19-2号)


　上記4点を毎交付時に提出





<貸付開始から1年以内にプログラム達成できなかったとき> 


○返還協議書





<貸付から1年以内にプログラム目標を達成したとき> 


○業務従事届


○プログラム達成の証明書


〇雇用契約書等の写し





返　　還





<プログラム達成後1年以内に退職したとき> 


○業務廃止届





<その後も就労しなかったとき>


○返還協議書


○業務廃止届


〇業務従事期間証明書





<退職後、6か月以内に再度就労したとき> 


○業務従事事業所等変更届


○業務従事期間証明書





返　　還





<プログラム達成後、継続して1年間就労したとき>


○返還免除申請書


○業務従事期間証明書





返還免除





裏面あり





裏面あり





貸付決定時





貸付決定時





貸付決定時





（収入印紙貼付）


契約金額が円


10万円超50万円以下のもの　400円





割印





貸付決定時





（収入印紙貼付）


契約金額が


１0万円超50万円


以下のもの　400円


50万円超100万円


以下のもの1,000円





割印





貸付決定時





貸付決定時





卒業（修了）時





資格登録時





就業時





就業時





変更の都度





変更の都度





離職時





退職時





決定後辞退時





決定後辞退時





発生の都度





発生の都度





返還開始時





返還開始時





返還猶予申請時





返還猶予申請時





免除申請時





1年ごと





送金ごと





1年ごと





プログラム


達成後半年毎





変更時





変更時





発生時





変更時





変更時
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